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１ はじめに 

現在，京都議定書の第一約束期間であるが，温暖化

ガスの主要な対象である二酸化炭素は減少どころか増

加の一途をたどっている．2009 年の経済不況の影響も

さほど大きくなく，日本は国際的に厳しい状況にさら

されている．この状況を打破するにはこれまでのトッ

プダウン的な政策だけではなく，各都市の対策から統

合的に効果を得るボトムアップ的な施策が必要とされ

ている．しかし，その効果は十分であるとは言えない．

各都市がどのような施策が効果的であるか確信してい

ないからである． 

都市における効果的な施策については，様々な検討

がなされている．中口（2004）はアンケート調査をも

とに温暖化対策を類型化した．その結果，温暖化対策

は，「公共事業系－社会制度系」，「人工系－自然系」，

「新技術系－在来技術系」の 3 つの軸で類型化できる

ことを示した．また，奥岡（2009）は都市における地

域特性と温暖化対策の関係を示した．その結果，大都

市はエネルギー利用の高効率化，小都市は未利用自然

エネルギーの有効利用など，効果的な施策が示された．

一方で，中規模な都市における温暖化対策はあまり明

らかではなく効果性も確認されていない．この理由と

しては温暖化対策を行政区分の単位で論じていること

が考えられる．市町村がそれぞれに対策を講じるより

も，多少広域な都市圏においての温暖化対策の効果に

ついて検討すべきである． 

よって，本研究では，行政区分ではなく，分析によ

り都市圏を決定し，それらの都市圏をサンプルに仮想

都市圏モデルを構築することで，都市圏における二酸

化炭素の排出量を推計することを目的とする． 

 

２ 都市圏の決定 

 都市は均質に分布しているわけではなく，中心性の

高い都市を中心に階層的に分布している．W.Christaller

（1969）は中心地理論において、財の供給原理に加え

て交通原理と行政原理によって都市の階層別中心地の

システムを形成することを示している．一方，吉村

（2004）は人口規模と中心地からの距離によって日本

の都市の階層構造を示した．本研究では都市間に作用

する関係性の強さを都市間力として重力モデルを参考

に定義する．重力モデルにおける説明変数は両者の質

量と両者間の距離，そして重力係数である．都市間力

では質量を人口規模，距離を都市間の距離，そして重

力係数は都市間の流動性を示す指標として通勤者数と

置き換える．都市 A を対象とした時の都市 B に対する

都市間力を式(1)に示す． 
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ABF  ：AB 間の都市間力 

ABC  ：AB 間の通勤者数[人] 
AP  ：都市 A の人口[人] 
BP  ：都市 B の人口[人] 
ABD  ：AB 間の距離[km] 

 

式(1)により都市間力を算出し，各都市が都市間力最

大の都市に結びついているとして都市の階層性をトー

ナメント形式で生成する．次に，その階層性のなかで

都市間力が 1 より小さいものについて結合を切断し，

強い都市間力によって結びついている集団に分類する．

本研究にではこれらの集団を都市圏として規定する． 

全国 1805 の市区町村を対象に以上の分析を行った．
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3.24 7.42 0.45 2.56 
11.45 11.52 23.52 4.60 
2.77 4.43 7.17 2.47 
3.52 5.31 16.04 4.21 
2.00 2.15 3.52 1.68 

1.12 8.44 0.45 3.42 
31.60 54.71 23.52 19.36 
9.69 18.05 7.17 8.23 
20.89 24.99 16.04 12.55 
4.67 6.68 3.52 4.60 
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